
 

 

 

報告第１３号 

□□□公益財団法人甲賀創健文化振興事業団の経営状況の報告について 

□公益財団法人甲賀創健文化振興事業団の経営状況は別添のとおりであるので、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定によりこれを報

告する。 

□□□令和３年８月２３日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩□永□裕□貴□□ 
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令和２年度 事業報告 
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◇事業の経緯 
１．評議員会 
２．理事会 

３．管理業務 
◎行事関係 
◎人権研修関係 
◎契約締結等 
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◎人員構成 
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４．事業関係 
◎公益目的事業 
○文化・スポーツ振興及び健康増進に関する事業（公１） 
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子ども運動教室  甲賀中央公園体育館 
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◎収益目的事業 
○緑地管理事業及び文化･スポーツ施設の貸与事業（収１） 

○物品受託販売事業（収２） 
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令和２年度　甲賀市甲賀Ｂ＆Ｇ海洋センター利用者数集計表
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令和２年度　施設利用者集計表

クレイテニスコート
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１．重要な会計方針

（１）会計方針

（２）特定資産の計上基準

    

（３）固定資産の減価償却の方法

    

（４）引当金の計上基準

（５）消費税等の会計処理

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

「公益法人会計基準」（平成20年12月1日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

退職給付引当資産

　期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　ただし、当年度分の要支給額については、中小企業退職金共済を積み増したことで、法人にて確保すべき金
額は、中小企業退職金共済で充足されている。

　また、過年度分の要支給額について、十分な積立には至っていないことから、資金繰りの可能な範囲で積立
を行っている。

有形固定資産及び無形固定資産

　建物、車両運搬具及び什器備品（ソフトウェアを含む）の減価償却については、法人税法の規定に基づく旧定
額法または定額法により計算している。

リース資産

　リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引及びリース契約１件
あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引等少額のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっている。

退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額のうち、法人にて確保す
べき金額を計上している。

　ただし、当事業年度においては、中小企業退職金共済を積み増したことで、法人にて確保すべき金額は、中
小企業退職金共済で充足されている。

　また、退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異については、平成25年度から令和2年度までの8年間
にわたり、定額法により費用処理し、退職給付費用に計上している。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科 目

合 計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科 目

合 計

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科 目

合 計

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 50,000,000 0 30,000,000 20,000,000

小計 50,000,000 0 30,000,000 20,000,000

特定資産

退職給付引当資産 5,216,328 110 0 5,216,438

小計 5,216,328 110 0 5,216,438

55,216,328 110 30,000,000 25,216,438

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

定期預金 20,000,000 0 20,000,000 0

小計 20,000,000 0 20,000,000 0

特定資産

退職給付引当資産 5,216,438 0 0 5,216,438

小計 5,216,438 0 0 5,216,438

25,216,438 0 20,000,000 5,216,438

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 1,581,318 1,581,316 2

車両運搬具 4,314,628 4,314,624 4

什器備品 10,214,532 9,662,225 552,307

16,110,478 15,558,165 552,313
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５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

１．記載事項について特定資産の明細

2．引当金の明細

科 目

合 計

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金

10耐ﾏﾗｿﾝ補助金 甲賀市 0 100,000 100,000

甲賀市 0 9,960,000 9,960,000 0

貸借対照表上の記載区分

0 一般正味財産

一般正味財産

助成金

合　　　計 0 10,060,000 10,060,000 0

15,341,589 885,770 2,918,586 13,308,773

付 属 明 細 書

　特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載している。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額

(単位：円）

退職給付引当金 15,341,589 885,770 2,918,586 13,308,773

当期末残高

文化ｽﾎﾟｰﾂ財団法
人運営補助金
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令和 3 年度 公益財団法人甲賀創健文化振興事業団 事業計画 

◎基本方針 

◎公益目的事業 

○文化・スポーツ振興及び健康増進に関する事業（公１） 

1） 事 業  
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R02.06現在

役　職 氏　　名 役　職 氏　　名

評議員 三浦　浩一 理　事 西田　貞夫

〃 藪　　育子 〃 福井　　貢

〃 中尾　博之 〃 藤村　　稔

〃 冨山　一子 〃 家森　茂樹

〃 辻　　重治 〃 三ケ月義信

〃 野口　正子 〃 山下　年数

〃 井元　健一 〃 椎野芙美子

〃 川村　和代 〃 森地　惠子

〃 山下　惠一 〃 大原　良乃

〃 佐治　久江 〃 田村　善一

〃 中村　雅昭

〃 大林　鉄男 監　事 北相模登一

〃 永井　　泉 〃 山本三代子

〃 細井喜美子

公益財団法人甲賀創健文化振興事業団　評議員・理事・監事　名簿
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公益財団法人甲賀創健文化振興事業団　役職員配置表
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令和３年度 公益財団法人甲賀創健文化振興事業団 予算書
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報告第１３号 参考資料 

 公益財団法人甲賀創健文化振興事業団の経営状況の報告について 

 

 

◎甲賀市文化スポーツ財団法人に係る新型コロナウイルス感染症対応緊急支援補助金 

 

（１）補助金の趣旨 

当該財団法人が広く市民を対象に実施し、主な収入源となっているスイミングスクー

ル、スタジオ教室、トレーニングジムなどの公益目的事業について、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大防止のため一部事業を中止せざるを得なかったことに加え、施設の臨

時休館も余儀なくされた。こうしたことから発生した当該財団法人の減収分について補

助金を交付するもの。 

 

（２）補助実績          １６，９７０，０００円 

 

（３）収支の概要 

公益目的事業 経常収益計    ３１，６７７，３２０円 

       経常費用計    ５１，２７２，０２２円 

        当期計上増減額 △１９，５９４，７０２円 

 

特別収益      ２，６２４，７０２円 

（雇用調整助成金等） 

特別収益（甲賀市）１６，９７０，０００円 

 

（４）その他 

一時的な資金不足を解消するため、基本財産５０，０００，０００円のうち、３０，０

００，０００円を取り崩して対応したが、当該補助金の交付により、令和３年５月には基

本財産を元の額に戻している。 

 


